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平成20年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 13.7
公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期
一括地方債の元金に係るものを除く）(1)

304,905 308,143 273,329

将来負担比率 （％） 64.7
（(1)のうち都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当
した都市計画税額）

0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割
相当額）等(2)

0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(3) 260,930 270,373 287,596
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又
は負担金(4)

8,943 6,877 7,423

210,300 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(5) 0 0 0
2,397,256 一時借入金の利子(6) 0 0 0

- 災害復旧費等に係る基準財政需要額(7) 56,874 78,868 94,153
(7)の準元利償還金に係るもの(8) 118,426 120,170 119,286
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 67,852 65,326 59,310

資金不足比率 (9)の準元利償還金に係るもの(10) 57,014 52,461 49,338

決算額 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(11) 0 0 0

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）(12)

0 0 0

208,347 小計 （（(１)～(６)）－（(７)～(12)）） （A) 274,612 268,568 246,261
1,953 標準財政規模(13) 2,077,435 2,259,908 2,397,256

（７）～（12）の額(14) 300,166 316,825 322,087
小計 （13）－（14） （B) 1,777,269 1,943,083 2,075,169

15.45 13.82 11.87

296,450 － 将来負担額（単位:千円、％）

(N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 2,737,408 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 3,468,954 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 27,792 水道事業会計 7,209
26,982 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 213,030

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0
連結実質赤字額(7) 0 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 1,226,769

44,452 特定の歳入見込額(10) 44,801
11,507 （(10)のうち都市計画税額） 0
58,209 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 3,831,402
3,226 小計 （将来負担額－（(９)～(11)）） （A) 1,344,212

標準財政規模(12) 2,397,256
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 94,153
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 119,286
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 59,310
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 49,338

651,126 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 0

2,397,256
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）(18)

0

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等(13)～(18) (B) 2,075,169

64.7

平成20年度決算
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実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況 区分

市町名：朝日町

分
子

実質赤字比率

区分

連結実質赤字比率

区分

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

決算額（単位:千円、％）

一般会計等の実質収支額（A）
標準財政規模（B)

実質赤字比率（A）／（B）×１００

単位:％

実
質
収
支

一
般
会
計
等

一般会計
墓地公園特別会計

分
母

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００
将来負担比率 

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
事
業

水道事業会計 区分 左の内訳

将
来
負
担
額

後期高齢者特別会計

法
非
適
用
事
業

公共下水道事業特別会計

実
質
収
支

そ
の
他
特
別
会
計

分
子

国民健康保険特別会計
老人保健特別会計
介護保険特別会計

公共下水道事業特別会
計

3,461,745

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００
※黒字の場合は、比率を「－」としている。 将来負担比率 （A) ／ （B） × １００

分
母

連結実質収支額（A)

標準財政規模（B)


